
判決認容額（※） 事故の概要

9,521万円

男子小学生（11歳）が夜間、帰宅途中に自転車で走行中、歩道と車道の区別
のない道路において歩行中の女性（62歳）と正面衝突。女性は頭蓋骨骨折等
の傷害を負い、意識が戻らない状態となった。
（ 神戸地方裁判所、平成25（2013）年7月4日判決）

9,330万円

男子高校生が夜間、イヤホンで音楽を聞きながら無灯火で自転車を運転中
に、パトカーの追跡を受けて逃走し、職務質問中の警察官（25歳）と衝突。警察
官は、頭蓋骨骨折等で約2か月後に死亡した。
（高松高等裁判所、令和2（2020）年7月22日判決）

9,266万円

男子高校生が昼間、自転車横断帯のかなり手前の歩道から車道を斜めに横
断し、対向車線を自転車で直進してきた男性会社員（24歳）と衝突。男性会社
員に重大な障害（言語機能の喪失等）が残った。
（東京地方裁判所、平成20（2008）年6月5日判決）

6,779万円

男性が夕方、ペットボトルを片手に下り坂をスピードを落とさず走行し交差
点に進入、横断歩道を横断中の女性（38歳）と衝突。女性は脳挫傷等で3日後
に死亡した。
（東京地方裁判所、平成15（2003）年9月30日判決）

5,438万円
男性が昼間、信号表示を無視して高速度で交差点に進入、青信号で横断歩

道を横断中の女性（55歳）と衝突。女性は頭蓋内損傷等で11日後に死亡した。
（東京地方裁判所、平成19（2007）年4月11日判決）

（※）判決認容額とは、上記裁判における判決文で加害者が支払いを命じられた金額です（金額は概
算額）。上記裁判後の上訴等により、加害者が実際に支払う金額とは異なる可能性があります。

自転車での加害事故例

出典：一般社団法人 日本損害保険協会 資料

（２） 道路交通法改正

・ 乗車用ヘルメットの着用が義務づけられた（努力義務）

・ 運転中のながらスマホが罰則の対象となった

・ 酒気帯び運転及び幇助に対して新たに罰則が整備された

近年、自転車の安全利用に関する社会的な関心が高まる中、交通ルールの遵守と事故

防止に向けた規範整備が進められており、その中心的な動きとして道交法の改正が挙げ

られます。自転車は単なる移動手段ではなく、法的に「車両」として位置づけられる存在

であり、自転車の安全利用に対する意識の向上と行動変容が求められています。

まず、ヘルメットの着用については、条例ですでに努力義務として規定していますが、

令和４年４月27日の道交法改正（令和５年４月１日施行）により、全国的に努力義務化さ

れました。この改正は、年齢や利用目的を問わず、すべての利用者に対して安全意識の向

上を促すものであり、実際の着用率をいかに引き上げるかが今後の課題となっています。

次に、令和６年５月24日の道交法改正（令和６年11月１日施行）では、「ながらスマホ」

などが新たに罰則の対象として明確化されました。警察庁統計（令和５年）によれば、自

転車関連事故のうち「安全不確認」「動静不注視」「前方不注意」などに起因する違反が全

体の４割前後を占めています。

特にスマートフォン使用による注意散漫は通行区分違反や信号無視と同様に重大事故

を引き起こす要因とされており、罰則適用による抑止効果が期待されています。

また、酒気帯び運転やその幇助についても罰則が新設されました。自転車関連の飲酒

運転事故は、件数自体は少ないものの、死亡又は重傷に至る確率が高い傾向にあり、飲

酒による判断力低下が深刻な結果を招くことが確認されています。さらに、幇助行為、す

なわち酒気帯び状態での運転を知りながら自転車を貸与する行為なども罰則対象とな

り、利用者本人だけでなく周囲の関与者にも一定の責任が課されるようになりました。

加えて、令和６年５月24日の道交法改正（令和８年４月

１日施行）では、16歳以上の自転車利用者を青切符制度の

対象とする規定が施行されました。これにより、逆走など

の通行区分違反、イヤホン使用、傘差し運転、無灯火、信号

無視、一時不停止といった違反が反則金の対象となり、違

反行為に対してより明確な責任が課されます。
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自転車の主な交通ルール違反の罰則一覧

本道においては、こうした法改正の趣旨を道民に広く周知し、ルール遵守と安全意識

の定着を図ることが不可欠です。特に、ヘルメット着用やながらスマホ禁止といった具体

的なルールについては、学校教育や地域団体での講習会、企業の通勤安全指導に組み

込むほか、SNSや動画を活用した啓発、シェアサイクル利用時のアプリ通知や貸出時の

注意喚起など、利用者の行動に直接つながる仕組みづくりが必要です。

さらに、自治体や事業者、警察が連携し、世代や利用場面に応じた広報・教育活動を展

開することで、道民一人ひとりが安全で安心して自転車を利用できる社会の実現を目指

す必要があります。

違反名 罰則等 適用法条と条文要旨

○酒気帯び運
転等の禁止

５年以下の拘禁刑
又は
100万円以下の罰金
※酒酔い運転

３年以下の拘禁刑
又は
50万円以下の罰金
※酒気帯び運転

第65条第１項
何人も酒気を帯びて運転してはならない。

○携帯電話使
用等

６か月以下の拘禁刑
又は
10万円以下の罰金

１年以下の拘禁刑
又は
30万円以下の罰金
※交通の危険を生じさ
せた場合

第71条５の５
自動車、原動機付自転車又は自転車（以下この号にお

いて「自動車等」という。）を運転する場合においては、
当該自動車等が停止しているときを除き、携帯電話用
装置、自動車電話用装置その他の無線通話装置を通話
のために使用し、又は当該自動車等に取り付けられ若し
くは持ち込まれた画像表示用装置に表示された画面を
注視しないこと。

○信号無視 ３月以下の拘禁刑
又は
５万円以下の罰金

第７条
信号機の表示する信号又は警察官等の手信号等に従

わなければならない。

○一時不停止
３月以下の拘禁刑
又は
５万円以下の罰金

第43条
道路標識等により一時停止すべきことが指定されてい

るときは、停止線の直前で一時停止しなければならない。

違反名 罰則等 適用法条と条文要旨

○無灯火

５万円以下の罰金

第52条
夜間、道路を通行するときは、灯火をつけなければな

らない。

○二人乗り等
の禁止

２万円以下の罰金
又は
科料

第57条第２項
都道府県公安委員会が定める乗車制限に反して乗車

させ、自転車を運転してはならない。

○通行の禁止
等

３月以下の拘禁刑
又は
５万円以下の罰金

第８条
道路標識等によりその通行を禁止されている道路又

はその部分を通行してはならない。

○車道通行 ３月以下の拘禁刑
又は
５万円以下の罰金

第17条第１項
歩車道の区別のある道路では、車道を通行しなければ

ならない。

○左側通行等 ３月以下の拘禁刑
又は
５万円以下の罰金

第17条第４項
道路の中央から左の部分を通行しなければならない。

○軽車両の
並進の禁止

２万円以下の罰金
又は
科料

第19条
自転車など軽車両は、他の軽車両と並進してはならな

い。

○普通自転車
の歩道通行 ２万円以下の罰金

又は
科料

第63条の４第２項
道路標識等により通行することができる歩道を通行す

るときは、歩道の中央から車道寄りの部分を徐行しなけ
ればならず、また、普通自転車の進行が歩行者の通行を
妨げることとなるときは一時停止しなければならない。

○自転車横断
帯による交
差点通行

２万円以下の罰金
又は
科料

第63条の７第１項
交差点又はその付近に自転車横断帯があるときは、そ

の自転車横断帯を進行しなければならない。

６

出典：北海道警察本部 資料



反則行為 根拠条文（道路交通法） 反則金の額

携帯電話使用等（保持） §71(5)の5 12,000円

放置駐車違反

§44① / §45①・
② / §47②・③ / 
§48 / §49の3③
/ §49の4

9,000円（駐車禁止場所であって高齢運転者等専
用場所以外の場合）
※
駐停車禁止場所かつ高齢運転者等専用場所の場合：１２,０００円
駐車禁止場所かつ高齢運転者等専用場所の場合：１１,０００円
駐停車禁止場所であって高齢運転者等専用場所以外の場合：
１０,０００円

遮断踏切立入り §33② 7,000円

速度超過 §22①

6,000円（超過速度が15km/h未満の場合）
※
超過速度が25km/h以上30km/h未満の場合：１２，０００円
超過速度が20km/h以上25km/h未満の場合：１０，０００円
超過速度が15km/h以上20km/h未満の場合：７,０００円

駐停車違反

§44① / §45①・
② / §47①〜③ / 
§48 / §49の3②・
③ / §49の3② / 
§49の3④ / §49
の4 / §49の5後段

6,000円（駐車禁止場所であって高齢運転者等専
用場所以外の場合）
※
駐停車禁止場所かつ高齢運転者等専用場所の場合：９,０００円
駐車禁止場所かつ高齢運転者等専用場所の場合：８,０００円
駐停車禁止場所であって高齢運転者等専用場所以外の場合：
７,０００円

信号無視 §7 6,000円※点滅信号を無視した場合は5,000円

通行区分違反
§17①・② / §17
④・⑥

6,000円

追越し違反
§28①〜④ / §29 
/ §30

踏切不停止等 §33①

交差点安全進行義務違反 §36④

環状交差点安全進行義務
違反

§37の2③

横断歩行者等妨害等
§38①〜③ / §38
の2

安全運転義務違反 §70

交通反則通告制度対象の反則行為一覧

７

反則行為 根拠条文（道路交通法） 反則金の額

通行禁止違反 §8①

5,000円

歩行者用道路徐行違反 §9

歩行者等側方通過義務違反 §18②

急ブレーキ禁止違反 §24

法定横断等禁止違反 §25の2①

路面電車後方不停止 §31

優先道路通行車妨害等 §36②・③

環状交差点通行車妨害等 §37の2①・②

徐行場所違反 §42

指定場所一時不停止等 §43

幼児等通行妨害 §71（２）・（２）の3

安全地帯徐行違反 §71（３）

被側方通過車義務違反 §18④

通行帯違反 §20①〜③

道路外出右左折合図車妨害 §25③

指定横断等禁止違反 §25の2②

車間距離不保持 §26

進路変更禁止違反 §26の2②/§26の2③

追い付かれた車両の義務違反 §27①・②

乗合自動車発進妨害 §31の2

割込み等 §32

交差点右左折等合図車妨害 §34⑥

交差点優先車妨害 §36①/§37

緊急車妨害等 §40①・② / §41の2①・②

交差点等進入禁止違反 §50①・②



（３） 安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン改定

・ 面的な自転車ネットワーク計画の作成方法などが示された

・ 自転車通行空間設計の考え方などが示された

自転車の安全かつ快適な利用環境の整備に向けて、国土交通省と警察庁が連携し、令

和６年６月25日に「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」（以下「ガイドライ

ン」といいます。）の改定を行いました。ガイドラインは交通状況に応じて、歩行者、自転

車、自動車が適切に分離された通行空間整備を行うための設計の考え方を示しており、

全国の自治体が自転車施策を進めるうえでの重要な指針となっています。

今回の改定では、市町村による面的な自転車ネットワーク計画の作成方法として、現

地の状況に応じた柔軟な道路空間の再配分や、完成形態の自転車通行空間に向けた段

階的な整備の手順が示されました。

また、自転車通行空間の設計の考え方として、自転車道（車道と分離された専用通行

空間）や自転車専用通行帯（車道上に設けられた自転車専用レーン）について、道路の形

状、交通量、周辺環境を踏まえた整備を検討する手法が具体的に示されました。

地域全体の自転車ネットワークの構築により、通勤や通学、買い物、観光など、利用目

的に応じた自転車への多様なニーズに対応することが可能です。さらに、高齢者や子ど

もを含む幅広い層の安全な移動手段の確保など、多様な目的に対応した自転車通行空

間の整備を推進することは極めて重要です。

本道においても、ガイドラインを踏まえた自転車通行空間の整備により、道民や観光

客が安心・快適に自転車を利用できる環境の実現につながることが期待されます。本道

の地理的特性を活かした自転車ネットワークの面的な展開により、自転車の利活用が一

層促進されることが見込まれます。今後は、道内各自治体がガイドラインの趣旨を十分

に理解し、地域の実情に応じた計画策定と自転車通行空間の整備を進めることが求め

られます。

反則行為 根拠条文（道路交通法） 反則金の額

無灯火 §52①

5,000円

減光等義務違反 §52②

合図不履行 §53①・②

合図制限違反 §53④

警音器吹鳴義務違反 §54①

乗車積載方法違反 §55①・②

軽車両整備不良 §62

自転車制動装置不良 §63の9①

泥はね運転 §71（１）

転落等防止措置義務違反 §71（４）

転落積載物等危険防止措置義務違反 §71（４）の2

安全不確認ドア開放等 §71（４）の3

停止措置義務違反 §71（５）

公安委員会遵守事項違反 §71（６）

通行許可条件違反 §8⑤

3,000円

歩道徐行等義務違反 §63の4②

路側帯進行方法違反 §17の3②

並進禁止違反 §19

軌道敷内違反 §21①〜③

道路外出右左折方法違反 §25①

交差点右左折方法違反 §34①/§34③

環状交差点左折等方法違反 §35の2①・②

軽車両乗車積載制限違反 §57②

制限外許可条件違反 §58③

原付等牽引違反 §60

自転車道通行義務違反 §63の3

警音器使用制限違反 §54②
出典：警察庁「自転車ルールブック」
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